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(57)【要約】
【課題】簡単な計算処理によって高い精度で溶接ナゲッ
ト径の推定を行うことができる抵抗スポット溶接装置を
提供する。
【解決手段】予め設定されたマスタパターンの溶接条件
で本溶接を実施する際に、予備通電の実施時における測
定値（溶接電圧や加圧力）や電気抵抗の値と、本溶接の
実施中における測定値や電気抵抗の値との乖離量に基づ
いて、本溶接で得られる溶接ナゲット径を推定する。ま
た、この乖離量に基づいて溶接電流を補正する。このた
め、簡単な計算処理によって高い精度で溶接ナゲット径
の推定を行うことができると共に、本溶接で得られる溶
接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に近付けることがで
き、アルミニウム製板材同士の溶接部の接合強度を十分
に高めることが可能になる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに重ね合わされた複数の金属板で成る被溶接材を挟持する一対の電極を備え、前記
被溶接材を挟持した前記電極間に通電を行って前記金属板同士を溶融して接合する抵抗ス
ポット溶接装置において、
　溶接電圧を測定する電圧測定部および前記被溶接材を挟持する加圧力を測定する加圧力
測定部を含む測定手段と、
　前記電圧測定部によって測定された前記溶接電圧および溶接電流から前記被溶接材にお
ける電気抵抗を算出する抵抗算出部と、
　目標溶接ナゲット径を得るために予め設定された溶接条件で予備通電を実施した際に前
記測定手段で測定された測定値および前記抵抗算出部で算出された電気抵抗の値を本溶接
でのマスタパターンとして登録するマスタパターン登録部と、
　前記予備通電の実施時に前記測定手段で測定された測定値と、前記本溶接の実施中に前
記測定手段で測定された測定値との乖離量を算出する動作、および、前記予備通電の実施
時に前記抵抗算出部で算出された前記電気抵抗の値と、前記本溶接の実施中に前記抵抗算
出部で算出された前記電気抵抗の値との乖離量を算出する動作を行う比較部と、
　前記比較部で算出された前記乖離量に基づいて、前記本溶接で得られる溶接ナゲット径
を推定する構成となっていることを特徴とする抵抗スポット溶接装置。
【請求項２】
　互いに重ね合わされた複数の金属板で成る被溶接材を挟持する一対の電極を備え、前記
被溶接材を挟持した前記電極間に通電を行って前記金属板同士を溶融して接合する抵抗ス
ポット溶接装置において、
　溶接電圧を測定する電圧測定部および前記被溶接材を挟持する加圧力を測定する加圧力
測定部を含む測定手段と、
　前記電圧測定部によって測定された前記溶接電圧および溶接電流から前記被溶接材にお
ける電気抵抗を算出する抵抗算出部と、
　目標溶接ナゲット径を得るために予め設定された溶接条件で予備通電を実施した際に前
記測定手段で測定された測定値および前記抵抗算出部で算出された電気抵抗の値を本溶接
でのマスタパターンとして登録するマスタパターン登録部と、
　前記予備通電の実施時に前記測定手段で測定された測定値と、前記本溶接の実施中に前
記測定手段で測定された測定値との乖離量を算出する動作、および、前記予備通電の実施
時に前記抵抗算出部で算出された前記電気抵抗の値と、前記本溶接の実施中に前記抵抗算
出部で算出された前記電気抵抗の値との乖離量を算出する動作を行う比較部と、
　前記比較部で算出された前記乖離量に基づいて、前記本溶接で得られる溶接ナゲット径
を前記目標溶接ナゲット径に近付けるように溶接電流の補正量を算出する溶接電流補正量
算出部とを備えていることを特徴とする抵抗スポット溶接装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は抵抗スポット溶接装置に係る。特に、本発明は、予備通電（マスタ溶接）を実
施した後に、該予備通電で得られたマスタパターンに従って本溶接を実施するものにおけ
る改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両の車体フレーム等を製造するに当たり、複数の金属板を互いに接合する手段
として抵抗スポット溶接が利用されている。この抵抗スポット溶接は、一対の電極で被溶
接材（複数の金属板）を挟持しながら通電を行い、被溶接材自身の電気抵抗等により発生
するジュール熱を利用して金属板同士を溶融させて接合するものである。そして、金属板
同士の溶接部の接合強度を高めるためには、この抵抗スポット溶接によって得られる溶接
ナゲット径を十分に確保しておくことが必要である。このため、溶接ナゲット径が十分に
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確保できているか否かを推定する手法が求められている。
【０００３】
　特許文献１には、被溶接材の材質、板厚、形状および電極チップ形状のうち少なくとも
一つと、測定した溶接電流および溶接電圧と熱伝導モデルとに基づいて温度分布および通
電径を数値演算する数値計算シミュレータにより、単位時間毎に被溶接材と溶接電極の温
度分布を推定し、その温度分布により溶接ナゲット径を推定する溶接装置が開示されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平９－２９４５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に開示されている溶接ナゲット径の推定手法では、複雑な計
算処理が必要である。また、例えば熱伝導率の高い金属板（アルミニウム製板材等）を使
用した場合、抵抗スポット溶接時に発生した発熱量の全てが材料の溶融に寄与することは
なく、熱伝導によって発熱量の一部が外部に飛散されてしまうことになるため、従来技術
に係る手法にあっては、被溶接材の材料によっては溶接ナゲット径の推定精度にバラツキ
が発生する可能性があり、実用性に乏しいものであった。
【０００６】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、簡単な計
算処理によって高い精度で溶接ナゲット径の推定を行うことができる抵抗スポット溶接装
置を提供することにある。また、他の目的としては、抵抗スポット溶接によって得られる
溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に略一致させることが可能な抵抗スポット溶接装置
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記の目的を達成するための本発明の解決手段は、互いに重ね合わされた複数の金属板
で成る被溶接材を挟持する一対の電極を備え、前記被溶接材を挟持した前記電極間に通電
を行って前記金属板同士を溶融して接合する抵抗スポット溶接装置を前提とする。そして
、この抵抗スポット溶接装置は、測定手段、抵抗算出部、マスタパターン登録部、比較部
を備えている。測定手段は、溶接電圧を測定する電圧測定部および前記被溶接材を挟持す
る加圧力を測定する加圧力測定部を含む。抵抗算出部は、前記電圧測定部によって測定さ
れた前記溶接電圧および溶接電流から前記被溶接材における電気抵抗を算出する。マスタ
パターン登録部は、目標溶接ナゲット径を得るために予め設定された溶接条件で予備通電
を実施した際に前記測定手段で測定された測定値および前記抵抗算出部で算出された電気
抵抗の値を本溶接でのマスタパターンとして登録する。比較部は、前記予備通電の実施時
に前記測定手段で測定された測定値と、前記本溶接の実施中に前記測定手段で測定された
測定値との乖離量を算出する動作、および、前記予備通電の実施時に前記抵抗算出部で算
出された前記電気抵抗の値と、前記本溶接の実施中に前記抵抗算出部で算出された前記電
気抵抗の値との乖離量を算出する動作を行う。そして、この抵抗スポット溶接装置は、前
記比較部で算出された前記乖離量に基づいて、前記本溶接で得られる溶接ナゲット径を推
定する構成となっていることを特徴とする。
【０００８】
　ここでいう溶接電流は、測定されたものであってもよいし、予め設定された溶接電流（
制御電流値）であってもよい。
【０００９】
　前記特定事項により、予備通電を実施した際に測定手段で測定された測定値および抵抗
算出部で算出された電気抵抗の値を、本溶接での溶接条件のマスタパターンとしてマスタ
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パターン登録部に登録する。そして、予備通電の実施時に測定手段で測定された測定値と
、本溶接の実施中に測定手段で測定された測定値との乖離量を算出する動作、および、予
備通電の実施時に抵抗算出部で算出された電気抵抗の値と、本溶接の実施中に抵抗算出部
で算出された電気抵抗の値との乖離量を算出する動作を行い、算出された乖離量に基づい
て、本溶接で得られる溶接ナゲット径を推定する。これにより、簡単な計算処理によって
高い精度で溶接ナゲット径の推定を行うことができる。
【００１０】
　また、本発明の他の解決手段としては、互いに重ね合わされた複数の金属板で成る被溶
接材を挟持する一対の電極を備え、前記被溶接材を挟持した前記電極間に通電を行って前
記金属板同士を溶融して接合する抵抗スポット溶接装置を前提とする。そして、この抵抗
スポット溶接装置も、測定手段、抵抗算出部、マスタパターン登録部、比較部を備えてい
る。測定手段は、溶接電圧を測定する電圧測定部および前記被溶接材を挟持する加圧力を
測定する加圧力測定部を含む。抵抗算出部は、前記電圧測定部によって測定された前記溶
接電圧および溶接電流から前記被溶接材における電気抵抗を算出する。マスタパターン登
録部は、目標溶接ナゲット径を得るために予め設定された溶接条件で予備通電を実施した
際に前記測定手段で測定された測定値および前記抵抗算出部で算出された電気抵抗の値を
本溶接でのマスタパターンとして登録する。比較部は、前記予備通電の実施時に前記測定
手段で測定された測定値と、前記本溶接の実施中に前記測定手段で測定された測定値との
乖離量を算出する動作、および、前記予備通電の実施時に前記抵抗算出部で算出された前
記電気抵抗の値と、前記本溶接の実施中に前記抵抗算出部で算出された前記電気抵抗の値
との乖離量を算出する動作を行う。そして、この抵抗スポット溶接装置は、前記比較部で
算出された前記乖離量に基づいて、前記本溶接で得られる溶接ナゲット径を前記目標溶接
ナゲット径に近付けるように溶接電流の補正量を算出する溶接電流補正量算出部を備えて
いることを特徴とする。
【００１１】
　この特定事項により、本溶接で得られる溶接ナゲット径を推定することが可能なパラメ
ータである前記乖離量に基づいて、本溶接で得られる溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット
径に近付けるように溶接電流の補正量を算出し、その補正量に従って溶接電流を補正しな
がら本溶接が行われることになる。このため、本溶接で得られる溶接ナゲット径が目標溶
接ナゲット径に近付くことになり、金属板同士の溶接部の接合強度を十分に高めることが
可能になる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明では、予め設定されたマスタパターンの溶接条件で本溶接を実施する際に、予備
通電の実施時における測定値（溶接電圧や加圧力）や電気抵抗の値と、本溶接の実施中に
おける測定値や電気抵抗の値との乖離量に基づいて、本溶接で得られる溶接ナゲット径を
推定するようにしている。また、この乖離量に基づいて本溶接での溶接電流を補正するよ
うにしている。このため、簡単な計算処理によって高い精度で溶接ナゲット径の推定を行
うことができると共に、本溶接で得られる溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に略一致
させることができ、金属板同士の溶接部の接合強度を十分に高めることが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施形態に係る抵抗スポット溶接装置のスポット溶接ガンを示す概略構成図であ
る。
【図２】抵抗スポット溶接装置の制御ブロック図である。
【図３】抵抗スポット溶接の制御手順を示すフローチャート図である。
【図４】予備通電時および本溶接時それぞれにおける溶接電流の変化の一例を示す図であ
る。
【図５】アルミ材の２枚板組を対象とした実験結果を示す図である。
【図６】アルミ材の３枚板組における薄板側を対象とした実験結果を示す図である。
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【図７】アルミ材の３枚板組における厚板側を対象とした実験結果を示す図である。
【図８】鋼材の２枚板組を対象とした実験結果を示す図である。
【図９】鋼材の３枚板組における薄板側を対象とした実験結果を示す図である。
【図１０】鋼材の３枚板組における厚板側を対象とした実験結果を示す図である。
【図１１】板間隙間が２ｍｍの場合の本溶接での溶接電流の変化の一例を示す図である。
【図１２】板押し上げが５ｍｍの場合の本溶接での溶接電流の変化の一例を示す図である
。
【図１３】板押し下げが５ｍｍの場合の本溶接での溶接電流の変化の一例を示す図である
。
【図１４】電極汚損の場合の本溶接での溶接電流の変化の一例を示す図である。
【図１５】図１１～図１４それぞれの場合において従来技術で得られる溶接ナゲット径と
実施形態で得られる溶接ナゲット径とを比較した実験結果を示す図である。
【図１６】アルミ材を対象とし、本通電が２回のステップで実施される場合における図４
相当図である。
【図１７】鋼材を対象とし、本通電が１回のステップで実施される場合における図４相当
図である。
【図１８】鋼材を対象とし、本通電が２回のステップで実施される場合における図４相当
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。本実施形態は、２枚のアルミニ
ウム製板材（以下、単にアルミ材という場合もある）同士を溶接する抵抗スポット溶接装
置として本発明を適用した場合について説明する。
【００１５】
　－抵抗スポット溶接装置の構成－
　図１は本実施形態に係る抵抗スポット溶接装置のスポット溶接ガンＧを示す概略構成図
である。
【００１６】
　スポット溶接ガンＧは、ロボットアームＲＡに保持されたガン本体１の上部１ａに装着
された上部電極２と、ガン本体１の下部１ｂに装着された下部電極３と、上部電極２を保
持して昇降させる電動式の上部電極昇降装置（以下、単に電極昇降装置という）４と、上
部電極２と下部電極３との間に流す電流値（溶接電流値）を調整する電流調整装置５とを
主要構成要素として構成されている。なお、図１において、Ｗ１，Ｗ２はアルミニウム製
板材であり、これらアルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２が被溶接材Ｗを構成している。
【００１７】
　ガン本体１は、図１に示すように、下部１ｂの上面に前記下部電極３が立設されている
。また、ガン本体１の上部１ａの先端に前記電極昇降装置４が装着されている。
【００１８】
　電極昇降装置４は、ガン本体１の上部１ａの先端に装着されているサーボモータ４１と
、このサーボモータ４１の駆動軸（図示省略）と結合している昇降部材４２とを備えてお
り、この昇降部材４２の下端４２ａに前記上部電極２が装着されている。また、この電極
昇降装置４は、後述する制御装置１００からの指令信号に従ってサーボモータ４１を作動
させ、これにより昇降部材４２を昇降させることにより上部電極２と下部電極３との間で
被溶接材Ｗを挟持させるようになっている。
【００１９】
　電流調整装置５は、制御装置１００から送信される電流指令信号に応じて上部電極２と
下部電極３との間に流す溶接電流値を調整するものである。この電流調整装置５としては
、例えば可変抵抗器を備えたものやコンバータを備えたもの等の周知の装置が適用される
。
【００２０】
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　－制御装置－
　次に、抵抗スポット溶接装置の制御装置１００について説明する。本実施形態に係る抵
抗スポット溶接装置によって実施される抵抗スポット溶接は、先ず、被溶接材Ｗに対する
予備通電を行って、適正な溶融部（所定径の溶接ナゲット）が確保できる溶接条件のマス
タパターンを取得し、このマスタパターンを登録する。そして、本溶接では、このマスタ
パターンの溶接条件で抵抗スポット溶接を実施するようにしている（この本溶接での溶接
電流値制御の詳細については後述する）。また、本実施形態では、予備通電および本溶接
それぞれについて、所定期間だけ初期通電を行った後、所定期間だけ通電を停止し（イン
ターバルをおき）、その後、本通電を行うものとなっている。前記初期通電は、例えばア
ルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２の表面に酸化膜（電気抵抗が高い膜）が存在する場合に、こ
の酸化膜を除去または小さくして本通電でのアルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２の溶融を容易
にするために実施される。また、本通電は、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２を溶融させて
接合させるための通電であって、その溶接電流値は、前記初期通電での溶接電流値よりも
高く設定される。
【００２１】
　図２は、抵抗スポット溶接装置の制御装置１００の制御ブロック図である。この制御装
置１００は、図示しないＣＰＵ（Central Processing Unit）を中心としてＲＯＭ（Read 
Only Memory）、ＲＡＭ（Random Access Memory）、入出力インターフェース等を備えて
構成されている。
【００２２】
　そして、この制御装置１００は、被溶接材情報取得部１０１および溶接条件選定部１０
２を備えている。
【００２３】
　制御装置１００には、複数種類の被溶接材Ｗの情報を格納した被溶接材情報データベー
スＷＤＢが接続されており、被溶接材情報取得部１０１は、この被溶接材情報データベー
スＷＤＢから特定の被溶接材Ｗの情報を取得する。被溶接材情報データベースＷＤＢは、
作業者によって操作される入力装置６から入力された複数種類の被溶接材Ｗの情報を格納
している。この被溶接材Ｗの情報としては、被溶接材Ｗの材質、板厚、重ね枚数（板組）
等の組み合わせが挙げられる。つまり、車体製造ライン上を流れてくる可能性のある全て
の種類の被溶接材Ｗの情報が、入力装置６から被溶接材情報データベースＷＤＢに予め入
力されて、これら情報が該被溶接材情報データベースＷＤＢに格納されている。そして、
被溶接材情報取得部１０１は、車体製造ライン上を流れてきた被溶接材Ｗを認識し（例え
ば被溶接材Ｗに付されたタグ等の情報を読み取る等して認識し）、この認識した被溶接材
Ｗに合致する被溶接材Ｗの情報を被溶接材情報データベースＷＤＢから取得（抽出）する
ようになっている。
【００２４】
　また、制御装置１００には、被溶接材Ｗの種類に応じた溶接条件を格納した溶接条件デ
ータベースＴＤＢが接続されており、溶接条件選定部１０２は、この溶接条件データベー
スＴＤＢから特定の溶接条件を取得する。溶接条件データベースＴＤＢは、被溶接材Ｗの
種類に応じた複数の溶接条件を格納している。この溶接条件としては、被溶接材Ｗの種類
に応じた溶接電流値や昇降部材４２による上部電極２の下降位置等が挙げられる。具体的
には、溶接時に散り（溶融金属の飛散）が発生することなく所定の溶接ナゲット径が確保
できる溶接電流値が、被溶接材Ｗの種類に応じて実験的に求められ、この被溶接材Ｗの種
類と溶接電流値との関係が溶接条件データベースＴＤＢに予め格納されている。これによ
り、車体製造ライン上を流れてくる可能性のある全ての種類の被溶接材Ｗに応じた溶接条
件（溶接電流値等の情報）が、溶接条件データベースＴＤＢに予め格納されている。そし
て、溶接条件選定部１０２は、前記被溶接材情報取得部１０１から送信された情報である
被溶接材Ｗの種類に対応する溶接条件を溶接条件データベースＴＤＢから取得（抽出）す
るようになっている。
【００２５】
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　また、制御装置１００は、電極位置調整部１０３および溶接電流調整部１０４を備えて
いる。
【００２６】
　電極位置調整部１０３は、予備通電時や本溶接時に、前記溶接条件選定部１０２によっ
て選定された溶接条件（電極位置の条件）に従った電極位置指令信号を電極昇降装置４に
送信する。また、溶接電流調整部１０４は、予備通電時に、前記溶接条件選定部１０２に
よって選定された溶接条件（溶接電流値の条件）に従った電流指令信号を電流調整装置５
に送信する。
【００２７】
　また、溶接電流調整部１０４は、本溶接時に、各種パラメータに基づいて補正された溶
接電流値を指示する電流指令信号を電流調整装置５に送信する。この本溶接時における具
体的な溶接電流の制御については後述する。
【００２８】
　また、制御装置１００は、マスタパターン登録部１０５を備えている。このマスタパタ
ーン登録部１０５は、前記予備通電を実施している際に、適正な大きさの溶接ナゲット（
目標溶接ナゲット径）を確保することができる理想的な溶接電流の変化パターン等を作成
して登録するものである。なお、目標溶接ナゲット径は、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２
同士の溶接部の接合強度を十分に高めることが可能になる値として、アルミニウム製板材
Ｗ１，Ｗ２の板厚、重ね枚数等に応じて予め実験等によって求められている。
【００２９】
　また、このマスタパターン登録部１０５は、予備通電時における加圧力、電極変位、電
圧（溶接電圧）、電気抵抗等についてもそれぞれ測定または算出してマスタパターンとし
て登録する。このため、制御装置１００には、加圧力測定部２０１、電極変位測定部２０
２、電圧測定部２０３、電流測定部２０４が接続されていると共に、抵抗算出部１０６が
備えられている。
【００３０】
　加圧力測定部２０１は、前記被溶接材Ｗに対する各電極２，３による加圧力を測定する
ものであって、例えば電極昇降装置４の内部に収容されたロードセルで構成されている。
なお、前記本通電が実施された場合に、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２が溶融に伴って膨
張すると、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２に、各電極２，３による加圧力に対する反力が
発生することになり、加圧力測定部２０１で測定される加圧力は大きな値として得られる
ことになる。このため、この加圧力測定部２０１で測定される加圧力の変化に基づいてア
ルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２が所定量（目標溶融量）まで溶融したか否かを判定すること
ができる。
【００３１】
　電極変位測定部２０２は、電極昇降装置４の内部に収容され、前記サーボモータ４１の
出力軸の回転角度位置を検出して上部電極２の昇降位置を測定するエンコーダによって構
成されている。動力伝達系にボールネジ等が備えられている場合、前述したようにアルミ
ニウム製板材Ｗ１，Ｗ２が溶融に伴って膨張すると、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２に、
各電極２，３による加圧力に対する反力が発生することになる。この反力は上部電極２を
上方へ移動させる力として作用するため、サーボモータ４１の出力軸の回転角度位置を検
出することで、これによっても、回転角度位置に基づいてアルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２
が所定量（目標溶融量）まで溶融したか否かを判定することができる。
【００３２】
　電圧測定部２０３は、各電極２，３間の電圧（電位差）を検出する。また、電流測定部
２０４は、各電極２，３間の実際の溶接電流値を検出する。これら電圧測定部２０３およ
び電流測定部２０４の構成は公知であるため、ここでの説明は省略する。
【００３３】
　加圧力測定部２０１、電極変位測定部２０２、電圧測定部２０３、電流測定部２０４は
このような機能を備えているため、これらによって本発明でいう測定手段２００が構成さ
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れている。
【００３４】
　前記抵抗算出部１０６は、前記電圧測定部２０３で測定された電圧値および電流測定部
２０４で測定された溶接電流値が入力され、これら電圧値を溶接電流値で除算することで
電気抵抗（電気抵抗の値）を算出する。
【００３５】
　また、本実施形態の特徴の一つとして、制御装置１００は比較部１０８を備えている。
この比較部１０８は、予備通電の実施時に測定手段２００の各測定部２０１，２０２，２
０３で測定された測定値のうちの少なくとも一つと、本溶接の実施中に測定手段２００の
各測定部２０１，２０２，２０３で測定された測定値のうちの少なくとも一つ（予備通電
の実施時に測定されたパラメータと同一のもの）との乖離量を算出する。この乖離量の算
出に当たって、何れの測定値（加圧力、電極変位、電圧のうちの何れの測定値）を使用す
るかの選択は、被溶接材Ｗの材質等に応じて適宜選択される（詳しくは後述する）。また
、この比較部１０８は、予備通電の実施時に抵抗算出部１０６で算出された電気抵抗の値
と、本溶接の実施中に抵抗算出部１０６で算出された電気抵抗の値との乖離量を算出する
。
【００３６】
　これらの乖離量の乖離方向と本溶接によって得られる溶接ナゲット径との関係について
以下に説明する。
【００３７】
　先ず、予備通電の実施時における加圧力に比べて本溶接の実施中における加圧力が小さ
い場合には、この本溶接で得られる溶接ナゲット径としては目標溶接ナゲット径よりも小
さくなる傾向がある。
【００３８】
　また、予備通電の実施時における電極変位に比べて本溶接の実施中における電極変位が
小さい場合には、この本溶接で得られる溶接ナゲット径としては目標溶接ナゲット径より
も小さくなる傾向がある。
【００３９】
　また、予備通電の実施時における電気抵抗の値に比べて本溶接の実施中における電気抵
抗の値が大きい場合には、この本溶接で得られる溶接ナゲット径としては目標溶接ナゲッ
ト径よりも小さくなる傾向がある。これは、溶接ナゲット径が小さい場合、アルミニウム
製板材Ｗ１，Ｗ２同士の間での電流通路が小さいことから電気抵抗の値が大きくなること
に起因する。言い替えると、電気抵抗の値が大きくなっているということは溶接ナゲット
径が小さい状態であるということができる。
【００４０】
　また、予備通電の実施時における電圧に比べて本溶接の実施中における電圧が高い場合
には、この本溶接で得られる溶接ナゲット径としては目標溶接ナゲット径よりも小さくな
る傾向がある。これは、制御パラメータである溶接電流値が一定であった際、溶接ナゲッ
ト径が小さい場合には、前述したようにアルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２同士の間での電流
通路が小さいことから電気抵抗の値が大きくなり、それに伴って電圧が高くなるためであ
る。言い替えると、電圧が高くなっているということは溶接ナゲット径が小さい状態であ
るということができる。
【００４１】
　これらのことから、予備通電の実施時における加圧力、電極変位、電気抵抗の値、電圧
と、本溶接の実施中における加圧力、電極変位、電気抵抗の値、電圧とを比較することに
より、この本溶接によって得られる溶接ナゲット径が、予備通電によって得られる溶接ナ
ゲット径（目標溶接ナゲット径）に対して大きくなっているのか小さくなっているのかを
推定することができる。なお、加圧力、電極変位、電気抵抗の値、電圧それぞれのパラメ
ータにおける溶接ナゲット径に対する影響度合いは異なっているので、これらパラメータ
の乖離量（予備通電の実施時の値に対する本溶接の実施中の値の乖離量）と溶接ナゲット
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径の乖離量（目標溶接ナゲット径に対する本溶接で得られる溶接ナゲット径の乖離量）と
の関係は、実験やシミュレーション等によって予め求められている。
【００４２】
　そして、本実施形態の特徴として、制御装置１００は溶接電流補正量算出部１０７を備
えている。この溶接電流補正量算出部１０７は、前記比較部１０８で算出された前記乖離
量に基づいて、本溶接で得られる溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に近付けるように
溶接電流の補正量を算出する。
【００４３】
　そして、この溶接電流補正量算出部１０７によって算出される溶接電流の補正量として
は、目標溶接ナゲット径に対して本溶接での実際の溶接ナゲット径が小さいと推定される
ほど、溶接電流を高くする方向への補正量が大きく算出されることになる。
【００４４】
　具体的には、予備通電の実施時における加圧力に比べて本溶接の実施中における加圧力
が小さい場合には、その乖離量（偏差）が大きいほど溶接電流を高くする方向への補正量
を大きく算出する。逆に、予備通電の実施時における加圧力に比べて本溶接の実施中にお
ける加圧力が大きい場合には、その乖離量が大きいほど溶接電流を低くする方向への補正
量を大きく算出する。
【００４５】
　また、予備通電の実施時における電極変位に比べて本溶接の実施中における電極変位が
小さい場合には、その乖離量が大きいほど溶接電流を高くする方向への補正量を大きく算
出する。逆に、予備通電の実施時における電極変位に比べて本溶接の実施中における電極
変位が大きい場合には、その乖離量が大きいほど溶接電流を低くする方向への補正量を大
きく算出する。
【００４６】
　また、予備通電の実施時における電気抵抗の値に比べて本溶接の実施中における電気抵
抗の値が大きい場合には、その乖離量が大きいほど溶接電流を高くする方向への補正量を
大きく算出する。逆に、予備通電の実施時における電気抵抗の値に比べて本溶接の実施中
における電気抵抗の値が小さい場合には、その乖離量が大きいほど溶接電流を低くする方
向への補正量を大きく算出する。
【００４７】
　更に、予備通電の実施時における電圧に比べて本溶接の実施中における電圧が高い場合
には、その乖離量が大きいほど溶接電流を高くする方向への補正量を大きく算出する。逆
に、予備通電の実施時における電圧に比べて本溶接の実施中における電圧が低い場合には
、その乖離量が大きいほど溶接電流を低くする方向への補正量を大きく算出する。
【００４８】
　前述したように、加圧力、電極変位、電気抵抗の値、電圧それぞれのパラメータにおけ
る溶接ナゲット径に対する影響度合いは異なっているので、前記乖離量と前記補正量との
関係は、実験やシミュレーション等によって予め求められている。また、溶接ナゲット径
に対する影響度合いが極端に小さいパラメータが存在する場合（板材の材料によっては影
響度合いが極端に小さいパラメータが存在することがある）にあっては、前記乖離量が比
較的大きい場合であっても算出される前記補正量としては零または極端に小さな値となる
。また、そのパラメータに対しては溶接電流補正量算出部１０７によって補正量を算出し
ない場合もある。
【００４９】
　－抵抗スポット溶接－
　次に、前述の如く構成された抵抗スポット溶接装置を使用した抵抗スポット溶接につい
て説明する。図３は、抵抗スポット溶接の制御手順を示すフローチャート図である。この
フローチャートは、抵抗スポット溶接装置の稼働中、所定時間毎に繰り返して実行される
。
【００５０】
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　先ず、ステップＳＴ１において、被溶接材Ｗの情報を取得する。この情報取得動作とし
ては、前述したように、被溶接材情報取得部１０１が、車体製造ライン上を流れてきた被
溶接材Ｗを認識し、この認識した被溶接材Ｗに合致する被溶接材Ｗの情報を被溶接材情報
データベースＷＤＢから取得する。
【００５１】
　被溶接材Ｗの情報を取得した後、ステップＳＴ２に移り、溶接条件を選定する。この溶
接条件の選定動作としては、前述したように、溶接条件選定部１０２が、被溶接材Ｗの種
類（被溶接材情報取得部１０１から送信された情報）に対応する溶接条件を溶接条件デー
タベースＴＤＢから取得する。ここで取得される溶接条件（溶接電流値等）としては、被
溶接材Ｗの材質として表面に酸化膜が存在する等して電気抵抗が高い被溶接材Ｗ（例えば
ホットスタンプ材）であるほど、散りの発生を抑制するべく溶接電流値としては低いもの
が選定される。また、被溶接材Ｗの板厚として薄いものであるほど、散りの発生を抑制す
るべく溶接電流値としては低いものが選定される。また、被溶接材Ｗの重ね枚数として枚
数が多いほど、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２に所定の目標溶融量が得られるように溶接
電流値としては高いものが選定される。
【００５２】
　このようにして溶接条件を選定した後、ステップＳＴ３に移り、この溶接条件で予備通
電が実施される。つまり、上部電極２と下部電極３との間の溶接電流値等が溶接条件とさ
れて予備通電が実施される。具体的には、前記選定された溶接条件である上部電極２の下
降位置に応じた電極位置指令信号が電極位置調整部１０３から電極昇降装置４に出力され
、前記選定された溶接条件である溶接電流値に応じた電流指令信号が溶接電流調整部１０
４から電流調整装置５に出力されることで、この溶接電流値での予備通電が実施される。
【００５３】
　図４は、予備通電時および本溶接時それぞれにおける溶接電流（予備通電時に得られる
マスタパターンと本溶接時における適応制御値）の変化の一例を示す図である。図中の細
線の実線は実際に予備通電を実施した場合に適正な大きさの溶接ナゲットを確保すること
ができる溶接電流の変化パターンを表している。これが本溶接に使用されるマスタパター
ンの基準パターンとなる。図中の太線の実線は、このマスタパターンに基づいて実施され
る本溶接での溶接電流の変化パターンの一例である。図中のタイミングＴ１からＴ２まで
の期間がマスタパターンによって設定された本通電での通電時間である。前述したように
、本通電の前段階で所定期間だけ初期通電が行われるものとなっている。
【００５４】
　更に、この予備通電では、加圧力測定部２０１による加圧力の測定、電極変位測定部２
０２による電極変位の測定、電圧測定部２０３による電圧の測定、電流測定部２０４によ
る溶接電流の測定、抵抗算出部１０６による電気抵抗の算出が行われ、これによってもマ
スタパターンが取得される。
【００５５】
　ステップＳＴ４では、このようにして取得された各マスタパターンが前記マスタパター
ン登録部１０５に登録される。
【００５６】
　そして、ステップＳＴ５では、前記マスタパターンでの本溶接が実施される。つまり、
上部電極２と下部電極３との間の溶接電流値が前記マスタパターンでの溶接条件とされて
本溶接が実施される。
【００５７】
　このようにして本溶接が開始された後、ステップＳＴ６に移り、前記比較部１０８によ
る比較動作が行われる。つまり、予備通電の実施時に測定手段２００の各測定部２０１，
２０２，２０３で測定された測定値のうちの少なくとも一つと、前記マスタパターンでの
本溶接の実施中に測定手段２００の各測定部２０１，２０２，２０３で測定された測定値
のうちの少なくとも一つ（予備通電の実施時に測定されたパラメータと同一のもの）との
乖離量が算出される。
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【００５８】
　また、この比較部１０８では、予備通電の実施時に抵抗算出部１０６で算出された電気
抵抗の値と、前記マスタパターンでの本溶接の実施中に抵抗算出部１０６で算出された電
気抵抗の値との乖離量が算出される。
【００５９】
　具体的に、本実施形態では、加圧力測定部２０１によって測定される加圧力を、乖離量
を算出する主なパラメータとして扱っている。これは、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２の
場合、加圧力が溶接ナゲット径に与える影響は、その他のパラメータ（電極変位、電圧、
電気抵抗）の影響よりも大きいので、前記乖離量としては、主に、予備通電の実施時に測
定された加圧力と本溶接の実施中に測定された加圧力との乖離量が算出されることになる
。なお、その他のパラメータ（電極変位、電圧、電気抵抗）の乖離量も併せて算出しても
よい。
【００６０】
　なお、被溶接材Ｗが鋼材であった場合には、加圧力および電気抵抗が溶接ナゲット径に
与える影響は、その他のパラメータ（電極変位、電圧）の影響よりも大きいので、前記乖
離量としては、主に、予備通電の実施時に測定された加圧力と本溶接の実施中に測定され
た加圧力との乖離量、予備通電の実施時に算出された電気抵抗の値と本溶接の実施中に算
出された電気抵抗の値との乖離量が算出されることになる。なお、その他のパラメータ（
電極変位、電圧）の乖離量も併せて算出してもよい。
【００６１】
　そして、ステップＳＴ７では、この乖離量に応じ、溶接電流補正量算出部１０７によっ
て、本溶接で得られる溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に近付けるように溶接電流の
補正量が算出される。前述したように、加圧力の乖離量に応じて溶接電流の補正量を算出
する場合にあっては、予備通電の実施時における加圧力に比べて本溶接の実施中における
加圧力が小さい場合に、その乖離量が大きいほど溶接電流を高くする方向への補正量を大
きく算出することになる。逆に、予備通電の実施時における加圧力に比べて本溶接の実施
中における加圧力が大きい場合には、その乖離量が大きいほど溶接電流を低くする方向へ
の補正量を大きく算出することになる。
【００６２】
　このようにして溶接電流の補正量が算出された後、ステップＳＴ８に移り、現在の溶接
電流値に対し、前記算出された補正量だけ補正された溶接電流値（補正後の溶接電流値）
が制御電流値として設定されて本溶接が実施される。
【００６３】
　その後、ステップＳＴ９に移り、現時点で溶接品質が確保されているか否かを判定する
。この判定は、現時点で本溶接を終了させた場合に適正な大きさの溶接ナゲットを確保す
ることができる状態にあるか否かを判定するものである。
【００６４】
　具体的には、前述したように、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２が溶融に伴って膨張する
と、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２に、各電極２，３による加圧力に対する反力が発生す
ることになり、加圧力測定部２０１で測定される加圧力は大きな値として得られることに
なる。このため、この加圧力測定部２０１で測定される加圧力の変化に基づいてアルミニ
ウム製板材Ｗ１，Ｗ２が所定量（目標溶融量）まで溶融したか否かを判定することができ
るので、この加圧力測定部２０１で測定される加圧力が所定値（予め実験等に基づいて設
定された値）に達している場合にはアルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２が所定量（目標溶融量
）まで溶融しており、適正な大きさの溶接ナゲットを確保することができる状態にある（
溶接品質が確保されている）と判断できる。
【００６５】
　前述した溶接電流の補正動作（前記乖離量に応じて算出した補正量だけ補正された溶接
電流値による本溶接）が行われることで、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２を目標溶融量ま
で溶融させることが可能となり（前記補正が行われなかった場合には、アルミニウム製板
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材Ｗ１，Ｗ２を目標溶融量まで溶融させることが不可能となる場合がある）、この溶融量
が目標溶融量に達した時点でステップＳＴ９においてＹＥＳ判定されることになる。
【００６６】
　また、前述したようにアルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２が溶融に伴って膨張することで生
じる前記反力によって上部電極２が上方へ移動するものである場合には、サーボモータ４
１の出力軸の回転角度位置を検出し、この回転角度位置に基づいてアルミニウム製板材Ｗ
１，Ｗ２が所定量（目標溶融量）まで溶融したか否かを判定することができる。このため
、電極変位測定部２０２で検出されるサーボモータ４１の出力軸の回転角度位置が所定値
（予め実験等に基づいて設定された値）に達している場合にはアルミニウム製板材Ｗ１，
Ｗ２が所定量（目標溶融量）まで溶融しており、適正な大きさの溶接ナゲットを確保する
ことができる状態にある（溶接品質が確保されている）と判断できる。
【００６７】
　この場合にあっても、前述した溶接電流の補正動作が行われることで、アルミニウム製
板材Ｗ１，Ｗ２を目標溶融量まで溶融させることが可能となり、この溶融量が目標溶融量
に達した時点でステップＳＴ９においてＹＥＳ判定されることになる。
【００６８】
　未だ溶接品質が確保されておらず、ステップＳＴ９でＮＯ判定された場合には、ステッ
プＳＴ６に戻り、現在のタイミングにおける前記比較部１０８による比較動作が行われる
。このステップＳＴ６での比較動作については前述したので、ここでの説明は省略する。
【００６９】
　溶接品質が確保された状態となるまで、ステップＳＴ６～ＳＴ９の動作を繰り返し、前
記乖離量に応じて算出される補正量だけ補正された溶接電流値を制御電流値として設定し
て本溶接が継続される。
【００７０】
　そして、溶接品質が確保された場合にはステップＳＴ９でＹＥＳ判定され、ステップＳ
Ｔ１０に移って溶接終了処理を実施する。つまり、電極２，３間の通電を停止すると共に
、この電極２，３による被溶接材Ｗに対する加圧力を解除する。
【００７１】
　その後、本溶接が終了した被溶接材Ｗの搬出と共に、次の溶接対象である被溶接材Ｗの
搬入が行われ、ステップＳＴ１１で、次の溶接対象である被溶接材Ｗの搬入が完了したか
否かを判定する。次の溶接対象である被溶接材Ｗの搬入が完了し、ステップＳＴ１１でＹ
ＥＳ判定された場合には、ステップＳＴ１２に移り、この搬入された被溶接材Ｗは、前回
溶接対象であった被溶接材Ｗと同一種類のものであるか否かを判定する。
【００７２】
　そして、これらが同一種類のものであった場合には、ステップＳＴ１２でＹＥＳ判定さ
れ、前記ステップＳＴ４で登録されていたマスタパターンでの溶接条件を使用して、今回
の溶接対象である被溶接材Ｗに対して本溶接を実施する（ステップＳＴ５）。この被溶接
材Ｗに対する本溶接は前述の場合と同様に行われる。
【００７３】
　一方、今回の溶接対象である被溶接材Ｗが、前回の溶接対象であった被溶接材Ｗとは異
なる種類のものである場合には、この新たな種類の被溶接材Ｗに対するマスタパターンを
取得して登録する必要があることから、ステップＳＴ１２でＮＯ判定されて、前述したス
テップＳＴ１以降の動作に従ってマスタパターンが登録され、この登録されたマスタパタ
ーンでの溶接条件を使用して、前述したような本溶接が行われることになる。
【００７４】
　以上の動作が車体製造ラインが停止されるまで繰り返される。
【００７５】
　－実施形態の効果－
　以上説明したように、本実施形態では、予め設定されたマスタパターンの溶接条件で本
溶接を実施する際に、予備通電の実施時における測定値や電気抵抗の値と、本溶接の実施
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中における測定値や電気抵抗の値との乖離量に基づいて、本溶接で得られる溶接ナゲット
径を推定するようにしている。また、この乖離量に基づいて溶接電流を補正するようにし
ている。このため、簡単な計算処理によって高い精度で溶接ナゲット径の推定を行うこと
ができると共に、本溶接で得られる溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に略一致させる
ことができ、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２同士の溶接部の接合強度を十分に高めること
が可能になる。
【００７６】
　また、前述したようにアルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２の表面には電気抵抗が高い酸化膜
が存在していることが多いが、本実施形態によれば、電気抵抗の値に応じた溶接電流値で
本溶接が行われるため、酸化膜が存在していても、本溶接で得られる溶接ナゲット径を目
標溶接ナゲット径に略一致させることができ、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２同士の溶接
部の接合強度を十分に高めることが可能である。
【００７７】
　また、電極２，３の長期使用に伴って電極先端に汚損が生じた場合には、それに応じて
前記パラメータ（電圧や溶接電流値等）が変化することになり、それに応じて本溶接での
溶接電流値が補正されることになるため、このような状況（電極先端に汚損が生じた状況
）であっても、本溶接で得られる溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に略一致させるこ
とができ、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２同士の溶接部の接合強度を十分に高めることが
可能である。
【００７８】
　また、本溶接での溶接電流値は、本溶接の実施期間中に前記乖離量に変化が生じた場合
、その変化に応じて設定されていくことになるため、このように本溶接での溶接電流値が
変化する状況においても、該本溶接で得られる溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に略
一致させることができ、アルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２同士の溶接部の接合強度を十分に
高めることが可能である。
【００７９】
　－実験例－
　次に、前述した効果を確認するために行った実験例について説明する。
【００８０】
　（実験例１）
　この実験例は、前述した溶接ナゲット径の推定手法によって推定された溶接ナゲット径
と、その際に実際に測定した溶接ナゲット径とを比較し、推定された溶接ナゲット径が実
際の溶接ナゲット径に略一致しているか否かを検証するものである。
【００８１】
　また、本実験例で使用した被溶接材Ｗとしては、アルミ材の２枚板組、アルミ材の３枚
板組、鋼材の２枚板組、鋼材の３枚板組とした。また、３枚板組にあっては、互いに重ね
合わされた３枚の金属板のうち最も上側に位置する金属板の板厚に比べて最も下側に位置
する金属板の板厚の方が大きいものとした。
【００８２】
　図５はアルミ材の２枚板組を対象とした実験結果を示す図である。図６はアルミ材の３
枚板組における薄板側を対象とした（互いに重ね合わされた３枚の金属板のうち最も上側
の金属板と中央の金属板との間で成形される溶接ナゲットを対象とした）実験結果を示す
図である。図７はアルミ材の３枚板組における厚板側を対象とした（互いに重ね合わされ
た３枚の金属板のうち最も下側の金属板と中央の金属板との間で成形される溶接ナゲット
を対象とした）実験結果を示す図である。図８は鋼材の２枚板組を対象とした実験結果を
示す図である。図９は鋼材の３枚板組における薄板側を対象とした実験結果を示す図であ
る。図１０は鋼材の３枚板組における厚板側を対象とした実験結果を示す図である。これ
らの図にあっては、推定された溶接ナゲット径と実際の溶接ナゲット径が一致した場合、
測定結果であるプロット点が図中の破線で示す理想線上に位置することになる。
【００８３】
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　図５～図１０に示すように、何れの被溶接材Ｗにおいても測定結果であるプロット点は
理想線上または理想線近傍に位置しており、推定された溶接ナゲット径は実際の溶接ナゲ
ット径に略一致していることが確認された。つまり、溶接ナゲット径の推定に高い精度が
得られていることが確認された。
【００８４】
　（実験例２）
　この実験例は、抵抗スポット溶接に対する種々の外乱が存在する条件下において、前述
した本溶接によって得られる溶接ナゲット径が目標溶接ナゲット径に略一致しているか否
かを検証するものである。
【００８５】
　この実験で使用した外乱としては、２枚板組（例えばアルミ材の２枚板組）において、
２ｍｍの板間隙間が存在する場合、５ｍｍの板押し上げ（下側の金属板が上方へ押し上げ
られる状態）が発生している場合、５ｍｍの板押し下げ（下側の金属板が下方へ押し下げ
られる状態）が発生している場合、電極汚損の場合（電極の長期使用に伴って電極先端に
汚損が生じた場合）が挙げられる。そして、本実験例では、これら外乱が存在する条件下
において、従来技術の抵抗スポット溶接で得られた溶接ナゲット径と前記実施形態に係る
抵抗スポット溶接で得られた溶接ナゲット径とを比較した。
【００８６】
　図１１は板間隙間が２ｍｍの場合の本溶接での溶接電流の変化の一例を示す図である。
図１２は板押し上げが５ｍｍの場合の本溶接での溶接電流の変化の一例を示す図である。
図１３は板押し下げが５ｍｍの場合の本溶接での溶接電流の変化の一例を示す図である。
図１４は電極汚損の場合の本溶接での溶接電流の変化の一例を示す図である。これらの図
における細線の実線はマスタパターンを表しており、従来技術にあっては、このマスタパ
ターンに基づいて溶接電流値が制御される。これに対し、前記実施形態では、前述した如
く前記乖離量に基づいて溶接電流を補正している（図１１～図１４における太線の実線を
参照）。
【００８７】
　この図１１～図１４に示すものにあっては、前記乖離量に基づき本溶接での溶接電流の
補正量が増減し、本溶接で得られる溶接ナゲット径を目標溶接ナゲット径に近付けるよう
に溶接電流の制御が行われており、特に、板押し下げが５ｍｍの場合には、他の場合に比
べて、本通電の通電期間が長く設定されている。
【００８８】
　そして、図１５は図１１～図１４それぞれの場合において従来技術で得られる溶接ナゲ
ット径と実施形態で得られる溶接ナゲット径とを比較した実験結果を示す図である。
【００８９】
　この図１５から明らかなように、外乱が存在していない場合には、従来技術および実施
形態の何れにおいても、目標溶接ナゲット径に近い溶接ナゲット径が得られているものの
、外乱が存在している場合、従来技術にあっては、目標溶接ナゲット径に対して実際の溶
接ナゲット径が大幅に小さくなっているものが大半であった。この場合、金属板同士の溶
接部の接合強度を十分に高めることができない可能性がある。
【００９０】
　これに対し、前記実施形態のものにあっては、外乱が存在していても、目標溶接ナゲッ
ト径に近い溶接ナゲット径が得られており、金属板同士の溶接部の接合強度を十分に高め
ることが可能になっている。
【００９１】
　以上のことから、前述した効果を確認することができた。
【００９２】
　－他の実施形態－
　なお、本発明は、前記実施形態に限定されるものではなく、特許請求の範囲および該範
囲と均等の範囲で包含される全ての変形や応用が可能である。
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【００９３】
　例えば、前記実施形態では、２枚のアルミニウム製板材Ｗ１，Ｗ２同士を溶接する抵抗
スポット溶接装置として本発明を適用した場合について説明した。本発明はこれに限らず
、３枚以上の板材（金属板）同士を溶接する抵抗スポット溶接装置として適用することも
可能である。また、本発明の抵抗スポット溶接装置に適用可能な金属板の材料としては、
アルミニウムに限らず、鉄（前記鋼材）、マグネシウム、チタン、銅等であってもよい。
また、異種金属同士の溶接に適用することもできる。
【００９４】
　また、前記実施形態では、予備通電および本溶接それぞれについて、所定期間だけ初期
通電を行うと共に、所定期間だけ１回の本通電を行うものとしていた。本発明はこれに限
らず、図１６に示すように、所定期間だけ初期通電を行うと共に、２回の本通電を行うよ
うにしてもよい。なお、本通電の回数としては３回以上であってもよい。また、鋼材等で
あって、初期通電を行う必要がない場合には、図１７に示すように、初期通電を行うこと
なく１回の本通電を行うようにしてもよいし、図１８に示すように、初期通電を行うこと
なく２回の本通電を行うようにしてもよい。また、この場合も、本通電の回数としては３
回以上であってもよい。本通電を複数回に亘って実施する場合、各本通電（各通電ステッ
プ）それぞれにおいて前記乖離量に基づいた溶接電流の補正動作を行うことになる。
【００９５】
　また、前記実施形態では、乖離量を求めるパラメータとしては、加圧力、電極変位、電
圧、電気抵抗の値としていた。本発明はこれに限らず、加圧力、電極変位、電圧の何れか
に代えて発熱量を採用するようにしてもよい。この発熱量は、電気抵抗の値と溶接電流値
とによって求めることが可能である。つまり、電気抵抗の値が小さいほど、また、溶接電
流値が低いほど発熱量は高い値として算出され、予備通電の実施時における電気抵抗の値
と溶接電流値とから求められる発熱量と、本溶接の実施中における電気抵抗の値と溶接電
流値とから求められる発熱量との乖離量に基づいて、本溶接で得られる溶接ナゲット径を
推定したり、本溶接での溶接電流値を補正したりするものである。この場合、予備通電の
実施時における発熱量に比べて本溶接の実施中における発熱量が小さい場合には、本溶接
で得られる溶接ナゲット径が小さいと推定して、その乖離量が大きいほど溶接電流を高く
する方向への補正量を大きく算出することになる。
【００９６】
　また、前記実施形態では、抵抗算出部１０６で電気抵抗の値を算出するに当たり、電圧
測定部２０３で測定された電圧値および電流測定部２０４で測定された溶接電流値を利用
するようにしていた。本発明はこれに限らず、電圧測定部２０３で測定された電圧値およ
び予め設定された溶接電流値（固定値）を利用するようにしてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００９７】
　本発明は、予備通電を実施した後に、該予備通電で得られたマスタパターンに従って本
溶接を実施する抵抗スポット溶接に適用可能である。
【符号の説明】
【００９８】
２　　　上部電極
３　　　下部電極
５　　　電流調整装置
１００　制御装置
１０４　溶接電流調整部
１０５　マスタパターン登録部
１０６　抵抗算出部
１０７　溶接電流補正量算出部
１０８　比較部
２００　測定手段
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２０１　加圧力測定部
２０２　電極変位測定部
２０３　電圧測定部
２０４　電流測定部
Ｗ　　　被溶接材
Ｗ１，Ｗ２　アルミニウム製板材（金属板）
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